　　　　　　　　　　用地リスク調査請負共通仕様書
第１章　総　則
（適用範囲）
第１条　この用地リスク調査請負共通仕様書（以下「仕様書」という。）は、熊本県土木部の所掌する公共事業に関し、事業構想段階において、事業予定箇所周辺の用地補償に関する情報を幅広く収集し、用地取得業務で想定される用地リスク情報を整理する業務「以下「本業務」という。）を請負に付す場合に適用する。
２　本業務の発注に当たり、本業務の実施上この仕様書記載の内容により難いとき又はこれらに記載のない事項については、用地調査等共通仕様書によるものとする。
３　本業務の発注に当たり、本仕様書及び用地調査等共通仕様書記載の内容により難いとき又はこれらに記載のない事項については、この仕様書とは別に特記仕様書によるものとし、適用に当たっては特記仕様書を優先するものとする。
（用語の定義）
第２条　この仕様書における用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。
一　「第１用地リスク調査」とは、ルート形状決定前（事業構想段階における概略計画
時点、又は環境影響評価時点）の事業に適用するもので、第４条から第６条の「目視調査、現地聞込み調査、公的記録簿調査」調査を実施し、用地取得業務で想定される用地リスク情報を事前に分析することにより、効率的に事業を施行可能とする線形（ルート帯）の検討資料の一部とすることをいう。
二　「第２用地リスク調査」とは、ルート形状決定後の事業に適用するもので、第４条
から第９条の「目視調査、現地聞込み調査、公的記録簿調査、地元精通者等確認調査、測地的確認調査、用地調査」を実施し、事業計画上回避困難なリスク情報を事前に分析することにより、効率的施策の検討資料とすることをいう。
三　「用地リスク」とは、用地取得事務上、時間を要する阻害要因をいい、参考１「用
地リスク一覧表」に掲げるものをいう。
四　「権利者」とは、本業務の対象となる区域に存する土地、建物等の所有者及び所有
権以外の権利を有する者をいう。
　
第２章  業務の内容
第一節　調査
（用地リスク調査の範囲）
第３条　用地リスク調査の調査範囲は、次の各号によるものとする。
　一　第１用地リスク調査
　事業構想段階における路線の範囲を調査対象とする。
　二　第２用地リスク調査
　事業予定地内を調査対象とする。
（目視調査）
第４条　請負者は、監督職員の指示に基づいて、都市計画図又は市販地図等を基に調査対象範囲の現地踏査を行い、目視により判明可能な用地リスク情報の調査を実施するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、目視調査の単位は、事業毎に「１箇所」とする。（○○号線、○○号線を同時に発注する場合には、２箇所として計上するものとする。）
（現地聞込み調査）
第５条　請負者は、監督職員の指示に基づいて、地方公共団体（県、市町村、区）及び登記所等に対し、調査対象地における用地リスク情報のヒアリング調査を実施するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　なお、現地聞込み調査の単位は、地方公共団体（県、市町村、区）及び登記所等の窓口毎に「１件」とする。（同一市町村で２箇所の窓口で調査を行う場合は、２件として計上するものとする。）
（公的記録簿調査）
第６条　請負者は、監督職員の指示に基づいて、調査対象地の地図、地積測量図、土地・建物に係る登記事項証明書、商業登記簿（商業・法人登記情報）、許認可申請書類等（漁業権、鉱業権、温泉利用権等）の調査を実施するものとする。　　　　　　　　　　
　　なお、公的記録簿調査の単位は、公的記録簿調査を行う地方公共団体（県、市町村、区）等の窓口毎に「１件」とする。（同一市町村等で２箇所の窓口で調査を行う場合は、２件として計上するものとする。）
（地元精通者等確認調査）
第７条　請負者は、監督職員の指示に基づいて、地元精通者又は町内会等に対し、調査対象地における用地リスク情報のヒアリング調査を実施するものとする。　　　　　　　　なお、地元精通者等確認調査の単位は、地元精通者等確認調査を行う者毎に「１件」とする。（同一町内会等で２人の調査を行う場合は、２件として計上するものとする。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（測地的確認調査）
第８条　請負者は、比較的簡易な調査をしなければ判明しない用地リスク情報については、監督職員の指示に基づいて、現行の用地調査等共通仕様書を準用して、調査（例　測量機器を使用せず、巻尺等を用いて行う簡易な測量）を実施するものとする。　　　
（用地調査）
第９条　請負者は、通常の用地調査をしなければ判明しない用地リスク情報については、監督職員の指示に基づいて、現行の用地調査等共通仕様書に基づき、調査を実施するものとする。
（用地リスク調査）
第１０条　請負者は、共通仕様書に定める用地リスク情報を収集するための各種調査（目視調査、現地聞込み調査、公的記録簿調査、地元精通者等確認調査、測地的確認調査、用地調査）を実施するにあたっては、参考１「用地リスク一覧表」の用地リスクの内容を参考とするものとする。
第二節　調書等の作成
（用地リスク特定調査票の作成）
第１１条　請負者は、第一節調査により判明した用地リスク情報を基に、様式１を用いて、次の各号の用地リスク内容等を記載するものとする。
一　調査項目（第４条から第９条の調査項目）
二　所在地及び名称等
三　用地リスク項目及び内容
四　用地リスク情報（聞取り内容等）
五　概況写真
六　位置図
七　その他
（用地リスクチェックシートの作成）
第１２条　請負者は、第一節調査により判明した用地リスク情報を基に、様式２を用いて、次の各号の項目を記載するものとする。
一　用地リスクの有無
二　用地リスク配置図に図示する着色カラー及び表示番号
三　その他
（用地リスク配置図の作成）
第１３条　請負者は、発注者から貸与を受けた図面（空中写真測量に基づく測量図、工事平面図等）に、第３条で特定した用地リスクを個別に記載するものとする。
（調書等の作成）
第１４条　請負者は、前条の調査に基づき「用地リスク特定調査票・用地リスクチェックシート・用地リスク配置図等」の調書を作成するにあたっては、参考２の各種記載例を参考とするものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　第３章  そ の 他
（成果品）
第１５条　請負者が提出する成果品は、別記１に掲げる成果品とする。
（個人情報の取り扱い）
第１６条　請負者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務を処理するための個人情報の取り扱いにあたっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５８号）第６条第２項及び熊本県個人情報保護条例（平成１２年９月２７日熊本県条例第６６号）第１３条第２項の規定に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（秘密の保持）  
第１７条　請負者は、本業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（疑義）
第１８条  請負者は、本業務の実施に当たり、用地調査等共通仕様書、本仕様書、特記仕様書又は監督職員の指示について疑義が生じたときは、監督職員と協議するものとする。
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 別記１          　　　　 　　　　 成果品一覧表（例）
	業務区分
	成果品の名称
	規格等
	備考

	地図の転写
	転写図
	ポリエステルフィ
ルム
＃３００　０．９
ｍ×２０ｍ
	幅杭が打ってある場合におい
ては、赤色をもって買収線を
記載する。

	
	地図の連続図
	ポリエステルフィ
ルム
＃３００　０．９
ｍ×２０ｍ
	複写したもの。位置関係を整
合させた連続地図。

	土地登記記録
の調査
	土地登記記録調
査表（一覧）
	
	

	
	土地登記記録調
査表
	
	

	建物登記記録
の調査
	建物の登記記録
調査表（一覧表）
	
	

	
	建物の登記記録
調査表
	
	

	
	立木登記簿
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確認調査
	法人登記簿又は
商業登記簿
	
	

	
	権利者調査表
（一覧）
	
	名義人等が相続に係る場合相
続関係を証する戸籍簿等の謄
本又は抄本をすべて添付する。

	
	権利者調査表
	
	

	
	相続関係説明図
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の作成
	用地リスクチェッ
クシート
	
	

	用地リスク配
置図の作成
	用地リスク配置図
	
	


